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１．電力需要の見通し

（１）販売電力量
生活関連用需要は，省エネルギーの進展や人口の減少などの影響はあるものの，情報化およ

び高齢化社会の進展，快適性志向の高まりや電化住宅の普及拡大などにより，今後とも着実に
増加するものと見込んでいます。一方，産業用需要は，景気回復による生産水準の上昇が見込

まれるものの，素材型産業の伸び悩みなどにより，緩やかな増加にとどまるものと考えています。
この結果，平成３２年度の販売電力量は６５６億ｋＷｈ，２１年度から３２年度までの年平均伸び

率は１．１％（気温等補正後１．１％）と想定しました（第１表）。

（２）最大需要電力
平成３２年度の最大需要電力は１，２２９万ｋＷ，２１年度から３２年度までの年平均伸び率は

１．７％（気温等補正後１．２％）と想定しました。年負荷率は，長期的には，生活関連用需要の増
加や産業用需要の伸び悩みなどから平成３２年度で６４．７％程度と緩やかに低下するものと考
えています（第１表）。

【第１表 需要想定】
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（注）［ ］は気温等補正後を示す。

２．電源開発計画

電力需要動向を踏まえ，長期的なエネルギーセキュリティ，地球温暖化問題への対応，経済

性等を勘案し，原子力をはじめとするバランスのとれた電源構成の実現を目指す計画としてい
ます（第２，４，５表）。
新規原子力開発については，平成２４年３月に島根３号が，平成３０年３月に上関１号が営業

運転開始する予定です。原子力等の開発計画に基づく最大電力需給バランスは第３表，電源構
成比率は第１図のとおりです。
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【第２表 電源開発計画】 （単位：万ｋＷ）
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【第３表 最大電力需給バランス】
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（注）四捨五入の関係で計算が一致しない場合がある。

【第１図 電源構成比率（他社受電分を含む）】
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【第４表 平成３２年度までに営業運転開始する自社地点】

工 事 中

着工準備中

工 事 中

着工準備中

区 分

原子力

平成２４年１２月平成２４年４月０．０１４高野※２水 力

発電所名

平成２２年1０月

平成２４年６月

平成１７年1２月

着工年月※１

平成２４年３月１３７．３島根３号

新ｴﾈﾙｷﾞｰ

平成３０年３月１３７．３上関１号

平成２３年1２月０．３福山太陽光

営業運転
開始年月

出 力
（万kW）

設 備

※１ 着工年月は，電気事業法第４７･４８条に基づく工事計画の認可･届出を行った（又は希望する）年月を示す。
※２ 河川維持流量を利用した発電所。

【第５表 平成３３年度以降に営業運転開始する自社地点】
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３．電力輸送設備計画

【第６表 主要変電所工事計画表】

電力需要に対応した安定供給，公平性・透明性および効率性を確保したネットワーク設備を構

築する計画としています（第６表）。
基幹系統については，電源開発計画にあわせた系統整備を進めるとともに，設備の経年対策

を実施していきます。
地域供給系統の送電・変電設備および配電設備は，地域ごとの電力需要動向に対応した設備

能力を確保する計画としています。

工 事 概 要

平成２４年度
着工予定

平成２３年度
着工予定

平成２３年度
着工予定

工事中

工事中

区 分

平成２４年６月
１００
３０

５０／２２
２２／１１

新西広島（変）
変圧器増設

平成２４年６月
３０
〔１５〕

２２／１１
山口（変）

変圧器取替

６０

１００

４０
〔３０〕

容量（万ｋＶＡ）

２２／１１

５０／２２

２２／１１

電圧（万Ｖ）
件 名

平成２３年６月
岡山（変）

変圧器取替

平成２５年６月
新岡山（変）
変圧器増設

平成２５年６月

営業運転開始年月

新倉敷（変）
変圧器増設

（注）〔 〕は除却設備。

電力系統図（２２万Ｖ以上）

50万V送電線

水力発電所（揚水）

火力・原子力発電所
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130万kVA(24/6)
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変電所

他社送電線

23～32年度運転開始設備

新山口
東山口

北松江

西島根

日野
智頭

東岡山

新岡山

新広島

新西広島

笠岡

井原

北尾道

黒瀬

広島
広島中央

南山口 新徳山
山口

松江

作木 岡山

新倉敷

新鳥取

（九州）

（関西）

（四国）

西播

讃岐

山崎

北九州

開閉所

隠岐

新小野田
下松

柳井

岩国

大崎

電源開発竹原

南原

俣野川

中

中国東幹線

東

新岡山幹線

新

新

新山口幹線

西島根幹線

日
野
幹
線

山
口
幹

線

広

幹
線

島
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上関原子力
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下関

岡山 変圧器取替
40万kVA(23/6)

［既設30万kVA除却］

山口 変圧器取替
30万kVA(24/6)
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島根原子力３号 増設
137.3万kW(24/3)

中
国

西
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＜参考＞設備投資額

小 計

配 電

変 電

送 電

１，７０７１，９０７１，６７１合 計

１３５２０５２０６そ の 他

２３０９０１３５原子燃料

４２５３９５３６３

１５３１４９１４０

１０７９８１０４

１６４１４７１１９

電
力
輸
送

９１６１，２１５９６６電 源

２４２３
平成２２

（推定実績）
年度

区分

（単位：億円）

（注）端数処理の関係で合計と一致しない場合がある。
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